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0.住宅マスタープランとは

住宅マスタープランとは．．．

市町村の根拠

・国の「住生活基本計画（全国計画）」に示されている、
「市町村における基本的な計画」として定めている。

目的

・少子高齢化、人口減少など
地域の住生活の課題に対応

主な内容

・計画期間や数値目標
・基本方針
・目標達成のための施策

『藤沢市住宅マスタープラン』２０１９年（平成３１年）１月策定
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資料構成

現行の住宅マスタープランの構成や目的、
今までの取り組みについて。

改定までのスケジュール、
住宅政策懇談会の開催頻度や議題について。

改定の議論を進める前に、改定する理由や今後迎える
課題の整理、議論のポイントなど。

2. 現行住宅マスタープラン

5. 改定スケジュール

4. 藤沢市はなぜ今回マスタープランを
改定するのか

本日の議題

国や県の動向や検討状況、各委員が把握されている
状況等について。

3.国、県の動向・検討状況

1. 藤沢市の現状 基礎調査より藤沢市の現状を把握。
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1.藤沢市の現状
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1.藤沢市の現状

人口と世帯数の推移

【資料】国勢調査（総務省統計局）　※各年10月1日現在
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・総人口は継続的に増加しており、世帯数も増加している。
・１世帯当たりの人員は減少し続けている。

□人口推移の比較
全国 ：緩やかな右肩下がり。

若年層の都市部流出が顕著。

藤沢市：2035年にピークを迎える予想。
その後横ばいに減少。
東京通勤圏として人口は微増。
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世帯構成と幼児子育て世帯の推移

【資料】国勢調査（総務省統計局）　※各年10月1日現在

※その他の世帯：核家族以外の親族のみの世帯、非親族を含む世帯、世帯の家族類型「不詳」の世帯。

※幼児の子育て世帯：6歳未満の親族がいる世帯。
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・総世帯数に占める割合は「核家族世帯」は減少、「単独世帯」は増加。
・幼児子育て世帯が横ばいから、２０２０年に約１万５千世帯へ減少。
⇒単独世帯が増加傾向であり、住宅モデルの需要の変化がみられる。

1.藤沢市の現状

S30
影響もあり、「父、母、子二人
（男女）」が理想とされ、広告、
教科書、
準とされた。
背景には、
・専業主婦モデルの普及
・第一次ベビーブームの影響
・経済的余裕と団地の普及

核家族＝「夫婦とその子のみで構
成された世帯」定義は変わらない
が、構成や人数には大きな変化が
ある。

・夫婦と子のみ
⇒
・
⇒
・母子、父子のみの世帯
⇒
・核家族全体の平均人数は約
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高齢者人口と高齢者比率の推移

【資料】国勢調査（総務省統計局）　※各年10月1日現在
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・高齢者人口は「６５歳以上」は２０００年から約２．１倍に増加。
・「７５歳以上」は２．３倍に増加し、後期高齢者の増加が顕著である。

1.藤沢市の現状

□後期高齢者（75歳以上）人口
全国 ：2025年には約18％に達すると推測。

最終的に総人口の25％（2070年）。

藤沢市：2025年には15.7％となる見込み。
その後も増加傾向が続く。
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人口の推移と将来見通し（年齢構成別）

【資料】国勢調査（総務省統計局）、藤沢市将来人口推計調査（令和5年3月）　※国勢調査の総数に年齢不詳は含まない。
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・総人口は、２０３５年に約４５万４千人でピークを迎える。
・年少人口（０－１４）及び生産年齢人口（１５－６４）は減少。
・老年人口（６５－７４）微増に対し、後期高齢者（７５以上）は大幅増。
⇒今後、高齢者に対するさらなる対応が求められる。（居住支援、住み替え等）
⇒２０２５年と２０５０年を比較すると人口は同数程度であるが、単独世帯を
含め世帯数が増加するため、一定程度の住宅戸数が必要。

1.藤沢市の現状
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居住世帯有無別住宅数と１世帯当たりの住宅数

【資料】住宅・土地統計調査（総務省統計局）　※各年10月1日現在

※「居住世帯なし」は、「空き家」のほかに「一時現住者のみ」、「建築中」を含む。

※１世帯当たり住宅数（平成30年）の全国平均は約1.16戸/世帯。
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・住宅数は増加傾向、居住世帯のない住宅は横ばい。
・住宅戸数に対する居住世帯のある世帯の割合は１．１３戸/世帯であり、
量的な面で住宅は充足。

1.藤沢市の現状
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Ｒ５年住宅・土地統計調査
（藤沢市）
住宅戸数 220,170戸
居住世帯あり 197,800戸
居住世帯なし 22,370戸

→１世帯当たりの住宅数 1.11

（全国）
住宅戸数 65,046,700戸
居住世帯あり 55,665,000戸
居住世帯なし 9,381,700戸

→１世帯当たりの住宅数 1.17



Ｒ５年住宅・土地統計調査
（藤沢市）
住宅総数 220,170戸
空家総数 21,160戸
二次的住宅 810戸
賃貸用の住宅 10,470戸
売却用の住宅 680戸
その他空家 9,190戸（4.2％）

（全国）
住宅総数 65,046,700戸
空家総数 9,001,600戸
二次的住宅 383,500戸
賃貸用の住宅 4,435,800戸
売却用の住宅 326,200戸
その他空家 3,856,000戸（5.9％）

空家の戸数及びその内訳の推移

・利用実態がない「その他の空家」が約５３００戸あり、増加傾向
⇒今後、単身後期高齢者の増加による、空家の増加が見込まれる。
⇒管理不十分の「その他の空家」が増加すると、周辺住民へ悪影響を及ぼす。

【資料】住宅・土地統計調査（総務省統計局）　※各年10月1日現在

　　　　※二次的住宅：

　　　　※賃貸用の住宅：

　　　　※売却用の住宅：

　　　　※その他の住宅：

週末や休暇時に避暑・避寒・保養などの目的で使用される住宅で、普段は人が住んでいない住宅（別

荘）及び、普段住んでいる住宅とは別に、残業で遅くなったときに寝泊りするなど、たまに寝泊りす

る人がいる住宅。

新築・中古を問わず、賃貸のために空き家になっている住宅（共同住宅の空き室含む）。

新築・中古を問わず、売却のために空き家になっている住宅（共同住宅の空き室含む）。

上記以外の人が住んでいない住宅で、例えば、転勤・入院などのため居住世帯が長期にわたって不在

や建て替えなどのために取り壊すことになっている住宅など。
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1.藤沢市の現状
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住宅の種別ごとの戸数の推移

・戸建て住宅は１５年で１．２８倍に増加
・分譲マンションは１５年で１．３９倍に増加
⇒分譲マンション戸数の伸びが戸建て住宅と比べ大きい。

1.藤沢市の現状

【資料】住宅・土地統計調査（総務省統計局）　※各年10月1日現在

※マンション：非木造（鉄筋･鉄骨コンクリート造等）の共同住宅で３階建て以上の住宅。
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Ｒ５年住宅・土地統計調査
（藤沢市）
総数 197,800戸
分譲共同住宅 33,970戸
賃貸共同住宅 39,760戸
一戸建の住宅 87,230戸
その他 36,840戸

→一戸建て 1.35倍（H15年比）
→分譲共同住宅1.75倍（H15年比）

（全国）
総数 55,665,000戸
分譲共同住宅 6,150,700戸
賃貸共同住宅 11,841,400戸
一戸建の住宅 29,319,400戸
その他 8,353,500戸



建築時期別の分譲マンション戸数

・建築後４０年以上を経過した高経年マンションの住宅は約１５％を占める。
・高経年マンションは２０３０年に９２００戸（現在の１．５倍）、
２０４０年に１万５千戸（現在の２．５倍）と著しく増加する傾向。
⇒高経年マンションの増加に伴い、管理不十分マンションの増加も見込まれる。

1.藤沢市の現状

【資料】平成30年住宅・土地統計調査（総務省統計局）　※10月1日現在

※分譲マンション：非木造（鉄筋･鉄骨コンクリート造等）の共同住宅で３階建て以上の持ち家住宅。
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Ｒ５年住宅・土地統計調査
（藤沢市）
総数 33,970戸
1970年以前 640戸（ 1.9％）
1971～1980 3,260戸（ 9.6％）
1981～1990 4,150戸（12.2％）
1991～2000 9,350戸（27.5％）17,400戸
2001～2010 9,350戸（27.5％）
2011～2020 6,390戸（18.8％）
2021～2023,9月 830戸（ 2.5％）

→高経年マンション２０４０年には１７,４００戸
となりＨ３０年統計よりも多い傾向

※市が把握している高経年マンションの棟数は
約８５０棟



2.現行住宅マスタープラン
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『藤沢市住宅マスタープラン』
２０１９年（平成３１年）１月策定

2.現行住宅マスタープラン
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2.現行住宅マスタープラン

人口減少社会を迎え、一人暮らしの高齢者世帯の急増

人々の暮らし方、地域社会のあり方が大きく変化。

・「生活の保障」
・「すまいの安全」
・「地域との関わり」等々

多様な観点や分野から、総合的な住宅施策を推進する
ため・・・

『藤沢市住宅マスタープラン』
２０１９年（平成３１年）１月策定
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2.現行住宅マスタープラン

今回初めて改定

今年度改定予定

昨
年
度
改
定

→

藤
沢
市
市
政
運
営
の
総
合
指
針
２
０
２
８

・住宅マスタープラン策定後、初めての改定業務。

・今年度、上位計画である都市マスタープランを改定予定。

・昨年度、市政運営の総合指針を改定。
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人口や世帯の動向等を国勢調査や各種統計資料等によ
り分析。

当時（平成２９年）市民の意識調査は、市内在住の
20歳から80歳の男女3000人に対しアンケートを実施。

アンケートを実施して見えてきた課題
・住宅確保要配慮者の増加
・高齢者の急増、住み替え希望への対応
・空家の増加傾向や空き家による居住環境の不安
・老朽化が懸念される公的住宅
・地域コミュニティの衰退、地域全体の活力の低下
・超高齢化が進むニュータウン 等々

2.現行住宅マスタープラン

※住宅確保要配慮者：高齢者、子育て世代、外国人、障がい者、低所得者など
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３つのテーマによる基本方針を設定

【テーマ１】
誰もが安心して住み続けられる住生活の実現
・住宅確保要配慮者のための居住の確保
・勤労者や若年世代の住宅確保への支援 等

【テーマ２】
持続・循環可能な住宅ストックの利活用と再生
・空家の適正管理
・市営住宅の長寿命化等による利活用 等

【テーマ３】
少子高齢化社会に対応した居住環境を支えるまちづくり
・多世代が住みやすい住宅地の形成
・高齢化が進む大規模団地の再生 等

2.現行住宅マスタープラン
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住宅マスタープランの推進に向け、策定１０年間で
特に重点を置いて取り組んだ事業

【重点施策－１】
居住支援協議会による住宅確保要配慮者への支援
【重点施策－２】
空き家の適正管理の促進と利活用の推進
【重点施策－３】
市営住宅の長寿命化等による居住性の向上と活用の推進
【重点施策－４】
団地再生に向けた地域と連携した取組の推進

2.現行住宅マスタープラン

※住宅確保要配慮者：高齢者、子育て世代、外国人、障がい者、低所得者など
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【重点施策－１】
居住支援協議会による住宅確保要配慮者への支援

①居住支援協議会の設立 ②住まい探し相談会の実施

2.現行住宅マスタープラン
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【重点施策－２】
空き家の適正管理の促進と利活用の推進

①空家移動相談会やセミナーの実施 ②空家利活用事業補助金

2.現行住宅マスタープラン

21



【重点施策－３】
市営住宅の長寿命化等による居住性の向上と活用の推進

①市営住宅の維持管理 ②長寿命化計画の改定検討

写真

写真

2.現行住宅マスタープラン
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【重点施策－４】
団地再生に向けた地域と連携した取組の推進

①湘南ライフタウン活性化指針の策定

2.現行住宅マスタープラン
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3.国、県の動向・検討状況

24



3.国、県の動向・検討状況

国の検討状況
２０５０年の住生活の姿を見据えた議論が必要。
住生活の姿はどのような状態であるのが望ましいか。

国が掲げる三つの視点

住まうヒトの視点

住まうモノの視点

住まいを支えるプレイヤーの視点

ストック更新、カーボンニュートラル、
住まいの終活、マンション管理等

高齢単身世帯、子育て世代、
働き方・住まい方の変化、住教育等

担い手の確保・育成、他政策と住生活
基本計画への関連づけ等

討論を進めるキーワード
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国の検討状況 国住生活基本計画の見直しスケジュール（案）

3.国、県の動向・検討状況
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県の検討状況 県住生活基本計画の見直しテーマ

3.国、県の動向・検討状況
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県の検討状況 県懇話会開催スケジュール案

3.国、県の動向・検討状況
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4.藤沢市はなぜ今回マスタープランを
改定するのか
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4.藤沢市はなぜ今回マスタープランを改定するのか

藤沢市の検討

藤沢市住宅

マスタープラン

改定

住宅施策に関する法改正

●空き家特措法

●住宅セーフティネット法

●マンション管理適正化法

住宅ニーズ等の変化

●住まい方の多様化

●住宅ストックの在り方 など関連計画の改定

●藤沢市市政運営の総合指針
２０２８（令和6年度改定）

●藤沢市都市マスタープラン
（令和7年度改定予定）

改定の背景

30

社会情勢の変化

●少子超高齢社会の進行

●単身世帯や多様な家族形態の増加

●ゼロカーボン など



藤沢市の検討 住宅・土地統計調査等から見えてきた課題

4.藤沢市はなぜ今回マスタープランを改定するのか

単身後期高齢者（ ７５歳以上）が大幅に増加

31

空家の急激な増加

高経年マンションの増加

大規模開発住宅地（団地）のまちの“高齢化”

市営住宅の老朽化・陳腐化

脱炭素社会の実現

住まい方や暮らし方の価値観の変化や多様化

高齢者の孤独・孤立の増加による居住支援の必要性

衛生や景観へ悪影響を与える空家の発生の抑制

建て替えや改修を見据えた適正な維持管理

団地の持続性ある活性化・再生

ニーズに合わせた市営住宅の再構築

住宅分野における二酸化炭素発生量の抑制

住生活リテラシー※の向上
※リテラシー：特定の分野に関する知識やそれを活用する能力



4.藤沢市はなぜ今回マスタープランを改定するのか

藤沢市の検討 改定に向けたテーマ

32

住生活リテラシーがもたらす“住まい暮らし”のサステナビリティ

『住まい方や暮らし方が多様化する社会に対応するため、住生活の知識を身につけ、
市民が自身に適した質の高い「住まい」・「暮らし」を選択できるようになることで、豊
かな生活や暮らしを持続可能にする』



4.藤沢市はなぜ今回マスタープランを改定するのか

藤沢市の検討 改定に向けたポイント

現行住宅マスタープランの評価を十分に行い、藤沢市の実情に応じた内容の

分析、見直しを図る。

２０年後を見据えた長期展望をもって、住宅施策の方向性について検討を行う。

国（令和７年度）及び県（令和８年度）の住生活基本計画も改定予定であり、改定

内容に留意して整合性を図る。

『藤沢市市政運営の総合指針２０２８』や『藤沢市都市マスタープラン』、地域福祉

計画等関連する他計画との整合性を図る。
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5. 改定スケジュール
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5.改定スケジュール

令和７年６月～令和９年３月（２か年）
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住宅政策懇談会における審議内容
令和７年度（計４回程度想定）

第１回 ６月 キックオフ 現存住マスの概要説明、
スケジュールの確認

第２回 １０月 事業者分析結果の報告、藤沢市の問題等討議

第３回 １月 骨子案の報告（国の中間とりまとめの状況把握）

第４回 ３月 素案のたたき台の報告

5.改定スケジュール
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住宅政策懇談会における審議内容
令和８年度（計３回程度想定）

第５回 ６月 素案の検討

第６回 ８月 素案の報告（県の骨子案を基に素案作成）

第７回 １月 パブコメ結果報告、取りまとめ
（９月議会意見、パブコメ意見を反映）

令和９年３月３１日 藤沢市住宅マスタープラン改定（予定）

5.改定スケジュール
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